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１　循環型社会システムの確立

１　循環型社会システムの確立

1-1　生活様式等の転換の促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

1 環境保全活動支援事業
費補助金：市町村のご
み減量化への補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

2 ごみ減量化やまなしモデ
ルの推進

ごみ減量化の推進のため平成１８年３月
に策定した、「ごみ減量化やまなしモデ
ル」に沿った市町村事業に対して支援し
（環境保全活動支援事業費補助金）、モ
デルの実践を促します。

上記補助金
10,000千円の
補助メニュー
の一つとして
実施

環境創造課

3 ごみ減量化推進事業（ご
み減量・リサイクル推進
キャンペーン）

消費や排出段階でのごみ減量化とリユー
ス、リサイクルの普及啓発を進めるため、
ごみ減量・リサイクル推進キャンペーンを
展開します。

147 環境創造課

廃棄物の量の増大や多様化に伴う処理の困難化等の問題を解決していくためには、資源の有限性や生

産・流通・消費・廃棄の各段階で環境への負荷が生じていることを認識し、天然資源の消費の抑制と物質循

環が図られた、環境への負荷が少ない循環型社会への移行が必要です。

「循環型社会システムの確立」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

4 エコライフ県民運動推進
事業

環境にやさしい社会「ＣＯ２ゼロやまなし」
を実現するため、県民が実践しやすいエ
コ活動として、マイバッグ運動、マイはし
運動、マイボトル運動、リユースびん運
動、エコドライブ運動、緑のカーテン運
動、環境家計簿運動を推進するとともに、
運動の参加団体や運動を支援する推進
店を募集し、ホームページで公表します。

1,500 環境創造課

5 マイバッグキャンペーン
（買い物袋持参運動）の
推進

買い物の時、スーパーなどから受け取る
レジ袋の削減と、ごみに関する意識啓発
を図るため、自分の買い物袋を持参する
「マイバッグキャンペーン」を推進します。

- 環境創造課

6 環境マネジメントシステ
ムの推進

県が事業者として、組織における環境負
荷の低減、地球温暖化の防止、エネル
ギーの合理的使用を図るため、やまなし
環境マネジメントシステムにより、職員の
環境保全に関する取り組みを推進しま
す。

594 環境創造課

7 省資源・省エネルギー運
動の推進

地球にやさしい行動の推進を図るため、
１０月に「環境にやさしい買い物キャン
ペーン」を実施するとともに、２月の「省エ
ネルギー月間」に広報等による省エネル
ギー推進の普及啓発を実施します。

- 環境創造課

廃棄物の量の増大や多様化に伴う処理の困難化等の問題を解決していくためには、資源の有限性や生

産・流通・消費・廃棄の各段階で環境への負荷が生じていることを認識し、天然資源の消費の抑制と物質循

環が図られた、環境への負荷が少ない循環型社会への移行が必要です。

「循環型社会システムの確立」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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１　循環型社会システムの確立

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

8 やまなし節電県民運動
推進事業

東日本大震災の影響による電力供給不
足に対処するため、消費電力１５％削減
を目標に県民が節電に取り組むよう、テ
レビ・ラジオのＣＭや新聞広告などで広く
県民に周知を図る「やまなし節電県民運
動キャンペーン」を実施するとともに、事
業者向けの節電対策研修会を開催しま
す。

新 5,685 環境創造課

9 多量排出事業者排出抑
制推進事業費

県内の事業者の廃棄物の発生抑制に関
する積極的な取り組み状況を公表し、事
業者の発生抑制に向けての取り組みを
支援します。

141 環境整備課

10 環境対策融資 中小企業者が行う次の施設・設備整備に
対し低利・長期の融資を行っています。
①事業活動で生ずる大気の汚染、水質
の汚濁等の公害を防止するための設備
整備、②「代替フロン」「脱フロン」設備整
備、③IS014000認定取得及びHACCP導
入、④地震災害の防止対策のための施
設・設備整備、⑤特定防火対象物の防火
対策のための施設・設備整備、⑥リサイ
クル等に資する施設・設備整備、⑦低排
出ガス車に認定された自動車の購入、粒
子状物質減少装置の整備、⑧山小屋等
のトイレの整備、⑨産業廃棄物処理施
設・設備整備、⑩省エネルギーに資する
施設・設備整備

融資枠
200,000

商業振興金融課

11 環境マネジメントシステ
ムの導入支援

ISO14000シリーズの認証を取得しようと
する中小企業に対して、専門家を派遣し
指導・助言を行います。

18,402 産業支援課

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

1 特定家庭用機器廃棄物
のリサイクルの促進

エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯
機・乾燥機のリサイクルを促進するため、
市町村と連携のもと、リサイクルシステム
について普及・啓発します。

- 環境創造課

2 県内リサイクル製品の利
用促進（山梨県リサイク
ル製品認定制度）

県内における廃棄物の再生利用を推進
し、環境への負荷の少ない循環型社会の
構築に寄与するため、県内の再生資源を
利用して製造された製品を県がリサイク
ル製品として認定し、再生資源の有効利
用及びリサイクル産業の育成を図ります
（平成２３年度当初で３製品が認定されて
います）。なお、ＪＩＳ規格、エコマークなど
のリサイクル製品に係る品質等の基準が
充実してきたことや建設リサイクル法など
により、リサイクルの状況が進展してきた
ことから、本制度の役割は果たされたも
のと判断し、Ｈ２１年度からは、認定申請
の受付は行わないこととしました。既認定
製品については、認定期間（３年）が終了
するまでの間は認定を継続し、平成２４年
３月末で本制度は終了します。

75 環境創造課

1-2  資源の循環的な利用の促進
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１　循環型社会システムの確立

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

3 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：市町
村のごみ減量化への補
助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

4 使用済自動車のリサイク
ルの促進

自動車製造業者を中心とした関係者に適
正な役割分担を義務づけることにより使
用済自動車リサイクル・適正処理を図り
ます。

- 環境整備課

5 産業振興事業費補助金 県内中小企業者の、今後成長が期待さ
れる分野における取り組みを促進するた
め、クリーンエネルギー関連分野や省エ
ネや省資源化に必要な素材・部品加工等
製造分野に係る技術開発に対し補助しま
す。
（補助率2/3又は1/2、補助限度額20,000
千円又は5,000千円）

新 80,000 産業支援課

6 環境対策融資(再掲） 中小企業者が行う次の施設・設備整備に
対し低利・長期の融資を行っています。
①事業活動で生ずる大気の汚染、水質
の汚濁等の公害を防止するための設備
整備、②「代替フロン」「脱フロン」設備整
備、③IS014000認定取得及びHACCP導
入、④地震災害の防止対策のための施
設・設備整備、⑤特定防火対象物の防火
対策のための施設・設備整備、⑥リサイ
クル等に資する施設・設備整備、⑦低排
出ガス車に認定された自動車の購入、粒
子状物質減少装置の整備、⑧山小屋等
のトイレの整備、⑨産業廃棄物処理施
設・設備整備、⑩省エネルギーに資する
施設・設備整備

融資枠
200,000

商業振興金融課

7 農業用廃プラスチックの 農業用廃プラスチックを適正に処理し、自 2,381 果樹食品流通課7 農業用廃プラスチックの
リサイクルの促進

農業用廃プラスチックを適正に処理し、自
然的及び社会的環境公害を未然に防止
するために助成します。

2,381 果樹食品流通課

8 家畜排せつ物適正管
理・利用促進事業

家畜排せつ物法に基づき、家畜排せつ
物を適切に処理し、たい肥等の利用を促
進します。

691 畜産課

9 やまなしエコフィード利用
促進事業

県内の食品工場、コンビニ等で排出され
る食品残さを家畜の飼料（エコフィード）と
して有効利用する取組を支援します。

300 畜産課

1-3　廃棄物の適正処理の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

1 最終処分場整備の推進 公共関与による廃棄物最終処分場の管
理運営及び整備を推進するため、（財）山
梨県環境整備事業団に対して助成を行
います。

2,466,014 環境整備課

2 一般廃棄物処理施設整
備の指導

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
に基づき、一般廃棄物処理施設整備事
業の指導や維持管理指導を行います。

3,417 環境整備課
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１　循環型社会システムの確立

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

3 PCB廃棄物処理基金へ
の拠出

環境再生保全機構が行うポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理基金の造成に対し、必要
な経費の一部を補助することにより、ポリ
塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な
処理を推進し、県民の保護及び生活環境
の保全を図ります。

11,125 環境整備課

4 微量ＰＣＢ汚染廃電気機
器等対策事業

微量ＰＣＢに汚染されているおそれのあ
る電気機器についてＰＣＢ混入を検査す
る場合に経費の一部を補助することによ
り、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理を推進しま
す。

5,600 環境整備課

5 廃棄物適正処理啓発事
業

（社）山梨県産業廃棄物協会に委託し、
研修会の開催や県民の日におけるキャ
ンペーンを通じて、廃棄物の適正処理を
啓発します。

221 環境整備課

6 不法投棄等未然防止対
策推進事業

広域化している不法投棄の未然防止を
図るため、広域情報連携による対応の迅
速化や事案管理の徹底が可能となる「不
法投棄等未然防止支援システム」を活用
します。

- 環境整備課

7 不法投棄未然防止事業
費補助

不法投棄の未然防止のため、山間部や
人目につきにくい道路脇など、不法投棄
のおそれのある場所に防止柵、警告看板
等を設置する事業に補助を行います。

1,500 環境整備課

8 廃棄物監視推進事業 県民を含めた不法投棄等に対する監視
体制の確立を図るため、ボランティアの
不法投棄監視協力員の登録、民間事業
者団体等との通報協定の運用促進、民
間警備会社を活用した夜間パトロール等
を実施します。

22,109 環境整備課

9 廃棄物対策連絡協議会 不法投棄等を未然に防止し生活環境の 12,382 環境整備課9 廃棄物対策連絡協議会
負担金

不法投棄等を未然に防止し生活環境の
保全を図るため、県と市町村等で構成す
る廃棄物対策連絡協議会に対して、廃棄
物監視員の人件費等の運営費を負担し
ます。

12,382 環境整備課

10 最終処分場等の適正管
理

平成９年１１月以前に設置された、いわゆ
るミニ処分場について、周辺の環境調査
等を行います。

5,092 環境整備課

4



２　豊かな自然環境の保全

２　豊かな自然環境の保全

2-1　多様な自然環境の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部)

1 温泉の管理指導 温泉資源の保護及び適正利用の推進、
並びに温泉による災害の防止を図るた
め、温泉の状況等の調査、監視、指導を
実施します。

623 大気水質保全課

2 自然保護基金積立金 すぐれた自然環境を保護するために必要
な土地の取得を目的に、昭和４８年に設
置された「山梨県自然保護基金」の運用
益を積み立てます。

112 みどり自然課

3 森林区分に応じた森林
整備

森林の有する多面的機能を重視すべき
機能に応じて、「水土保全林」、「森林と人
との共生林」、「資源の循環利用林」に区
分し、それぞれが有する機能が持続的に

543,318 森林整備課

本県は、富士山や南アルプスなど急峻な山々に囲まれるとともに、盆地特有の内陸的気候のもと、温暖な

低地から寒冷な高山帯まで、自然環境の特性に応じた様々な動植物が生息・生育しています。また、県土の

７８％を占める森林は、本県の豊かな自然環境の基盤を成しており、森林によって育まれた水は、富士川、

相模川、多摩川水系等により、上下流域に多くの恵みを与えています。

「豊かな自然環境の保全」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

分し、それぞれが有する機能が持続的に
発揮されるよう、森林整備を推進します。

4 森林整備地域活動への
支援

森林所有者等が行う計画的な間伐等の
森林施業を進めるため、森林整備地域活
動支援交付制度により、森林経営計画策
定の準備や施業集約化、作業路網の改
良等の地域活動に対して助成します。

32,042 森林整備課

5 耕作放棄地対策森林整
備支援事業

森林・原野化した農地を森林に編入して
周辺森林と一体的な整備をするため、編
入に必要な現況調査等の取り組みに対
し助成します。

1,600 森林整備課

6 低コスト安定供給推進事
業

路網整備と一体的な事業の展開により、
低コスト化を図り、自然環境の保全に配
慮しながら効率的な県有林経営を推進し
ます。

60,588 県有林課

7 県有林造林事業 県有林の木材資源を健全に育成するとと
もに、水土保全等森林の公益的機能を高
めるため、計画的に県有林の森林整備を
行います。

673,600 県有林課

8 森林管理認証に基づく
県有林経営の推進

生物多様性と生態的健全性を維持しなが
ら、地域の社会・経済にも貢献するため、
国際的な森林管理認証に基づいた県有
林管理を推進します。

1,738 県有林課

本県は、富士山や南アルプスなど急峻な山々に囲まれるとともに、盆地特有の内陸的気候のもと、温暖な

低地から寒冷な高山帯まで、自然環境の特性に応じた様々な動植物が生息・生育しています。また、県土の

７８％を占める森林は、本県の豊かな自然環境の基盤を成しており、森林によって育まれた水は、富士川、

相模川、多摩川水系等により、上下流域に多くの恵みを与えています。

「豊かな自然環境の保全」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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２　豊かな自然環境の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部)

9 早川上流域水源かん養
林整備事業

水力発電による電力の安定供給を図る
ため、早川上流域の県有林を整備し、水
源かん養機能を強化します。

5,000 県有林課
電気課

10 保安林の整備 水源のかん養や災害の防備等森林の公
益的機能の高度な発揮を目的として指定
された保安林の整備を進めます。

443,115 治山林道課

11 河川環境管理費 河川への不法投棄等河川法違反の取り
締まりの強化、夏季における水難事故防
止のための施設点検、河川施設の安全
点検のため、管理用道路の確保や視野
の確保を目的とした堤防除草を実施しま
す。

94,119 治水課

12 多自然川づくりの推進 洪水から生命・財産を守る河川改修事業
等において、水生生物の保護や魅力ある
河川景観など河川環境の保全を考慮し
た多自然川づくりを実施します。

1,753,500 治水課

2-2　野生動植物の保護

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部)

1 希少野生動植物保護事
業

平成１９年７月に制定した希少野生動植
物種の保護に関する条例に基づく保護対
象種や生息地等保護区の指定、保護管
理事業計画の策定等に向けた検討を行
うとともに、希少野生動植物種保護専門
員を配置し調査等を実施します。

2,095 みどり自然課

2 特定鳥獣の保護管理 ツキノワグマ、ニホンジカ、イノシシ、ニホ
ンザル、カワウの保護管理のため、保護
管理検討会や生息モニタリング調査を実
施するほか、市町村が行う管理捕獲を支
援するとともに、高標高域においては県
がニホンジカの管理捕獲を実施します。

78,886 みどり自然課

3 ガン、カモ科鳥類調査 野生生物保護行政に必要な資料とする
ため、鳥獣保護員、野鳥の会等の協力に
より、県内の主要な河川、湖沼などの地
点でガン、カモ、ハクチョウ類の冬期の生
息状況を調査します。

368 みどり自然課

4 鳥獣保護員の設置等 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する
法律に基づき、鳥獣保護員７３人を配置
し、違法な狩猟がないかパトロールを行
います。

8,849 みどり自然課

5 愛鳥週間等鳥獣保護思
想の普及啓発

野生鳥類への関心を高め、愛鳥思想の
普及啓発を図るため、愛鳥週間行事の一
環として県内の小中高校生を対象にポス
ターコンクールを実施します。

42 みどり自然課

6 キジ・ヤマドリの放鳥 狩猟による種の減少を防止するため、
（社）山梨県猟友会に委託し、キジ・ヤマ
ドリを放鳥します。

10,912 みどり自然課

7 狩猟の管理指導 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する
法律に基づき、鳥獣の保護及び狩猟の
適正化を図り、鳥獣による生活環境、農
林水産業の被害を防止します。

3,567 みどり自然課
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２　豊かな自然環境の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部)

8 山岳レインジャーによる
調査活動

延べ228人の山岳レインジャーが、南アル
プス、八ヶ岳、秩父多摩甲斐等の山岳地
帯で、高山帯に生息する希少動植物の
調査を行います。

2,989 みどり自然課

9 特定外来生物の駆除 特定外来生物であるアライグマの生息状
況を把握するとともに、防除実施計画に
基づく計画的な防除を実施します。

368 みどり自然課

10 外来種の繁殖抑制、人
為的移入の防止（水面
総合利用調整推進事
業）

魚食性が強い外来魚であるバス類による
有用魚類の食害など、漁協の増殖事業
への悪影響を防ぐため、密放流防止の啓
発等を実施します。

126 花き農水産課

2-3　自然公園等の管理

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 自然環境保全地区等の
指定管理

自然環境保全条例に基づき指定した自
然環境保全地区・自然記念物（２３市町
村、６９カ所）の管理を市町村に委託しま
す。また、指定標識の設置、補修を行い
ます。

3,478 みどり自然課

2 自然監視員の募集、活
動

山梨の豊かな自然環境を保存することが
必要な地区及び動植物等の適切な管理・
保全を図るため、広く県民に自然監視員
を募集し、自然環境保全地区や自然記念
物（県内合計６９箇所）について、条例に
よる規制に違反する行為の監視などを
行っていただきます。

986 みどり自然課

3 山岳レインジャーによる
調査活動（再掲）

延べ228人の山岳レインジャーが、南アル
プス、八ヶ岳、秩父多摩甲斐等の山岳地
帯で、高山帯に生息する希少動植物の

2,989 みどり自然課

帯で、高山帯に生息する希少動植物の
調査を行います。

2-4　自然とのふれあいの増進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 「八ヶ岳環境と文化のむ
ら」における環境教育の
展開

八ヶ岳南麓一帯の自然環境を保全しなが
ら、自然とのふれあいを通じてその仕組
みを学習する場、さらには自然と人間と
の関係を見つめ直す場として、八ヶ岳自
然ふれあいセンターを管理運営します。

37,657 みどり自然課

2 緑の保全推進事業 緑化推進や緑化思想の高揚のため、
（財）山梨県緑化推進機構の運営を支援
します。

- みどり自然課

3 県民の森の整備 県民に保健休養の場を提供するため、森
林科学館の管理委託、歩道、園地等の
施設の維持管理とともに、植物、森林等
に関する主催事業を実施し、緑化や林業
知識の普及を図ります。

14,872 県有林課

4 武田の杜の管理 多くの県民が自然に親しむことのできる
環境を整備するため、歩道、キャンプ場
等の維持管理とともに森林、鳥獣等に関
する主催事業を実施し、健康の増進、豊
かな情操のかん養を図ります。

49,498 県有林課、みどり自
然課
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２　豊かな自然環境の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

5 金川の森の管理 金川沿岸の貴重な平地林を管理し、県民
の保健休養の場として活用します。

77,059 県有林課

6 森林文化の森の歩道整
備

森林文化の森での活動や来訪者の散策
のため、歩道の新設、修繕を実施しま
す。

6,354 県有林課

7 森林文化の森づくりの推
進

森林体験プログラム等を通じて、県民が
森林と親しみ、森林と人との関わりについ
て理解を深められるよう、森林整備等の
「森林文化の森」の維持管理を実施しま
す。

5,447 県有林課

8 全国育樹祭記念広場の
管理

県民や観光客に富士山の雄大な景観や
森林と調和した憩いの場を提供するた
め、全国育樹祭記念広場の管理を行い
ます。

2,559 県有林課

9 やまなしライフ推進事業 本県の交流・定住人口を増加させるた
め、山梨での暮らし方の情報発信等を行
うとともに、二地域居住の積極的な誘導
促進を図ります。

2,600 観光振興課

10 やまなし都市農村交流
推進事業

本県の多様なツーリズムを推進し交流人
口を増加させるため、農山村地域におけ
る魅力ある資源を活用した都市と農村の
交流活動を進めます。

2,230 観光振興課

11 県東部ＪＲ８駅トレッキン
グ推進事業

東京圏からの誘客を図るため、県と大月
市、上野原市、ＪＲ東日本が連携し、ＪＲ
の駅を拠点としたトレッキング事業を実施
し、東部地域の観光振興を推進します。

300 観光振興課

12 川に親しみ水辺にふれ
あう運動の推進

毎年７月を「川に親しみ、水辺にふれあう
運動」強調月間としていますが、市町村、
自治会、各種団体の参加協力を得て県
下各地において、河川清掃を実施しま

1,384 治水課

下各地において、河川清掃を実施しま
す。

13 サイクリングロードの整
備

青少年の体力向上や地域住民の憩いの
場の提供を図るため、河川空間を利用し
たサイクリングロードを整備します。

- 治水課

2-5　環境影響評価制度の実施等

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 環境影響評価制度の実
施

大規模な事業の実施に先立ち、事業者
が自ら県民や市町村長から意見を聞きな
がら、当該事業が及ぼす環境への影響を
把握し、必要な環境の保全のための措置
を検討することにより、より環境に配慮し
た事業を行うことができるよう、「環境影
響評価法」及び「環境影響評価条例」を
適切に運用します。

4,684 環境創造課

8



３　さわやかな生活環境の保全と創造

３　さわやかな生活環境の保全と創造

3-1　大気汚染の防止

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 大気汚染常時監視 「大気汚染防止法」に基づき大気汚染の
状況を把握するため、一般環境大気測定
局１０局及び自動車排出ガス測定局２局
の合計１２局で大気汚染状況の常時監視
を行います。なお、常時監視の速報値（１
時間値）は山梨県庁の大気水質保全課Ｈ
Ｐで見ることができます。

22,935 大気水質保全課

2 有害大気汚染物質調査 環境中の有害物質の状況を把握するた
め、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク
ロロエチレン、ジクロロメタン、アクリロニト
リル、塩化ビニルモノマー、クロロホル
ム、１，２－ジクロロエタン、ブタジエン、水
銀、ニッケルについて調査します。

5,850 大気水質保全課

3 工場、事業場の監視指
導

「大気汚染防止法」等の関係法令に基づ
き、ばい煙発生施設等を設置している工

1,571 大気水質保全課

良好な大気環境や清らかな水環境、静けさ、緑豊かな生活空間、さらに歴史的な建築物が織りなす街並み

や歴史的、文化的資源などは、私たちが健康で快適な生活を営むうえで重要な要素です。

「さわやかな生活環境の保全と創造」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

導 き、ばい煙発生施設等を設置している工
場や事業場の監視、指導を行い大気汚
染物質の排出基準の遵守を徹底します。

4 浮遊粒子状物質への対
策

全測定局に整備した測定機を用いて、県
内の汚染状況の推移を把握し、低公害車
の導入などの普及啓発を推進します。

- 大気水質保全課

5 環境にやさしいバス普及
促進事業費の補助

大気環境の改善を目的に、路線バス事
業者に対し、低公害バスの購入費の一部
を補助します。

5,000 大気水質保全課

6 圧縮天然ガス（CNG）充
填所設置促進事業費の
補助

CNG車の普及のため、CNG充填所の設
置に関する経費を補助します。

420 大気水質保全課

7 交差点改良等による交
通の分散・円滑化

交通の分散・円滑化を図り、排気ガスや
騒音・振動等の低減に寄与するため、交
通が集中している都市部の主要交差点
や河川の渡河部等を中心にバイパス整
備や交差点改良等を実施します。

- 道路整備課・道路
管理課

8 エコライフ県民運動推進
事業（再掲）

環境にやさしい社会「ＣＯ２ゼロやまなし」
を実現するため、県民が実践しやすいエ
コ活動として、マイバッグ運動、マイはし
運動、マイボトル運動、リユースびん運
動、エコドライブ運動、緑のカーテン運
動、環境家計簿運動を推進するとともに、
運動の参加団体や運動を支援する推進
店を募集し、ホームページで公表します。

1,500 環境創造課

良好な大気環境や清らかな水環境、静けさ、緑豊かな生活空間、さらに歴史的な建築物が織りなす街並み

や歴史的、文化的資源などは、私たちが健康で快適な生活を営むうえで重要な要素です。

「さわやかな生活環境の保全と創造」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

複数の事業において実施されること,ま

た,事業の一部として実施される場合も

あるため、「-」としています。
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３　さわやかな生活環境の保全と創造

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

9 環境対策融資(再掲） 中小企業者が行う次の施設・設備整備に
対し低利・長期の融資を行っています。①
事業活動で生ずる大気の汚染、水質の
汚濁等の公害を防止するための設備整
備、②「代替フロン」「脱フロン」設備整
備、③IS014000認定取得及びHACCP導
入、④地震災害の防止対策のための施
設・設備整備、⑤特定防火対象物の防火
対策のための施設・設備整備、⑥リサイ
クル等に資する施設・設備整備、⑦低排
出ガス車に認定された自動車の購入、粒
子状物質減少装置の整備、⑧山小屋等
のトイレの整備、⑨産業廃棄物処理施
設・設備整備、⑩省エネルギーに資する
施設・設備整備

融資枠
200,000

商業振興金融課

3-2　水質の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

1 公共用水域及び地下水
の水質の常時監視

河川、湖沼の水質の状況を定期的に把
握し、各種水質保全施策の基礎資料とす
るため、５３地点においてＢＯＤ、ＣＯＤ等
８８項目の水質調査を実施します。
また、地下水の状況を定期的に把握する
ため、４６地点で概況調査を行い、過去
の調査により環境基準の超過等があった
３７地点で継続監視調査を実施します。

18,305 大気水質保全課

2 富士山総合保全対策
（富士五湖の水質調査）

富士五湖の富栄養化の実態把握に努め
るため、富士五湖水質補足調査を実施し
ます。

615 大気水質保全課

3 工場排水等の規制及び 工場排水等による水質汚濁の防止のた 2,893 大気水質保全課3 工場排水等の規制及び
監視指導

工場排水等による水質汚濁の防止のた
め、「水質汚濁防止法」や「山梨県生活環
境の保全に関する条例」に基づき、工場
や事業場への排水規制を行うとともに、
立入検査等による監視、指導を実施しま
す。

2,893 大気水質保全課

4 浄化槽整備事業費の補
助

生活排水による公共用水域の水質汚濁
を防止するため、浄化槽を設置する者に
対し設置費用の一部を助成する市町村
に対して補助します。

115,000 大気水質保全課

5 生活排水処理の普及啓
発

水質保全の啓発を目的として、水生生物
調査を実施するとともに、家庭でできる生
活排水対策を具体的に示したリーフレット
をイベント等で配布します。

187 大気水質保全課

6 水質事故対策 油や化学物質の河川等への流入による
被害防止対策として、水質事故発生時
に、原因分析、オイルフェンス等による汚
染物質の拡散防止といった対策を講じる
ほか、迅速な事故対策のため、国土交通
省が実施する水質事故訓練に参加しま
す。

- 大気水質保全課

7 農業集落排水処理施設
の整備

農業集落におけるし尿、生活排水などの
汚水等を処理する施設の整備により、農
業用用排水などによる公共水域の水質
汚濁を防止し、農村地域の健全な水循環
に資するとともに、生活環境の向上を図
ります。

22,000 耕地課
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３　さわやかな生活環境の保全と創造

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室(部）

8 流域下水道建設事業 公共用水域の水質を保全し、県民の生活
環境を改善するため、流域下水道を整備
します。

1,806,406 下水道課

9 過疎地域市町村公共下
水道整備県代行事業

過疎地域市町村における公共下水道の
整備促進を図るため、県が市町村に代
わって下水道の根幹的施設を整備しま
す。

- 下水道課

10 流域下水道維持管理事
業

終末処理場の運転管理等の流域下水道
施設の維持管理を行います。

3,013,353 下水道課

11 公共下水道普及促進費
補助金事業

市町村の下水道整備を促進するため、整
備が遅れている市町村が実施する下水
道事業に対して補助金を交付します。

111,011 下水道課

12 下水道の普及啓発 下水道の普及啓発を目的として、下水道
の日を中心に駅頭や街頭にて下水道接
続のパンフレット等の普及啓発用品を配
布するほか、下水道の仕組みや正しい使
い方を広く県民に周知するイベントとし
て、下水道まつりを峡東浄化センターに
おいて開催します。

2,340 下水道課

13 環境対策融資(再掲） 中小企業者が行う次の施設・設備整備に
対し低利・長期の融資を行っています。
①事業活動で生ずる大気の汚染、水質
の汚濁等の公害を防止するための設備
整備、②「代替フロン」「脱フロン」設備整
備、③IS014000認定取得及びHACCP導
入、④地震災害の防止対策のための施
設・設備整備、⑤特定防火対象物の防火
対策のための施設・設備整備、⑥リサイ
クル等に資する施設・設備整備、⑦低排
出ガス車に認定された自動車の購入、粒

融資枠
200,000

商業振興金融課

出ガス車に認定された自動車の購入、粒
子状物質減少装置の整備、⑧山小屋等
のトイレの整備、⑨産業廃棄物処理施
設・設備整備、⑩省エネルギーに資する
施設・設備整備

3-3　化学物質による環境汚染の防止

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 ダイオキシン類の調査 ダイオキシン類対策特別措置法に基づ
き、ダイオキシン類による環境汚染を防
止するため、大気、公共用水域の水質及
び底質、地下水、土壌の常時監視を行い
ます。

14,071 大気水質保全課

2 内分泌かく乱化学物質
の実態調査

県内における一般環境中の汚染実態の
把握や発生源対策、削減対策に活用す
るため、内分泌かく乱作用が認められた
３物質を対象とし、県内主要河川流末２３
地点について、2年間のローリングにより
調査を実施します。

280 大気水質保全課

3 PCB廃棄物処理基金へ
の拠出（再掲）

環境再生保全機構が行うポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理基金の造成に対し、必要
な経費の一部を補助することにより、ポリ
塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な
処理を推進し、県民の保護及び生活環境
の保全を図ります。

11,125 環境整備課
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３　さわやかな生活環境の保全と創造

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

4 微量ＰＣＢ汚染廃電気機
器等対策事業（再掲）

微量ＰＣＢに汚染されているおそれのあ
る電気機器についてＰＣＢ混入を検査す
る場合に経費の一部を補助することによ
り、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理を推進しま
す。

5,600 環境整備課

3-4　騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚染等の防止

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 騒音・振動対策 道路沿道地域の生活環境の保全を図る
ため、監視対象を拡大して自動車騒音の
常時監視を行い、自動車騒音対策の基
礎資料とします。

1,859 大気水質保全課

2 市町村職員の技術研修 良好な環境の確保のため、市町村職員
に対して研修を行い、騒音・振動・悪臭に
係る測定技術の向上を図ります。

- 大気水質保全課

3 地盤沈下調査 地盤沈下を未然に防止するため、一級水
準測量調査や地下水位観測を行い地盤
沈下の状況を把握し、地盤沈下対策及び
地下水採取の適正化を図る基礎資料とし
ます。

7,127 大気水質保全課

4 土壌汚染対策 人の健康の保護を目的に、土地所有者
等が実施した調査で汚染が確認された土
地周辺の土壌及び地下水の汚染状況等
を調査します。

300 大気水質保全課

5 交差点改良等による交
通の分散・円滑化（再
掲）

交通の分散・円滑化を図り、排気ガスや
騒音・振動等の低減に寄与するため、交
通が集中している都市部の主要交差点
や河川の渡河部等を中心にバイパス整
備や交差点改良等を実施します。

- 道路整備課、道路
管理課

複数の事業において実施されること,ま

た,事業の一部として実施される場合も

あるため、「-」としています。
備や交差点改良等を実施します。

3-5　魅力ある景観づくり

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 緑の風景創造事業 県内各地域における樹木による緑被率
の向上や質の高い緑の創出を図るため、
郷土種を中心とした緑化樹の養成・配付
や県公共施設への緑化モデル事業を行
います。

18,905 みどり自然課

2 昇仙峡松林機能回復整
備事業

昇仙峡地域の松くい虫被害対策のため、
駆除を実施します。

9,940 森林整備課

3 百花繚乱まちづくり推進
資金（市町村振興資
金）・特別分

山梨県市町村振興資金条例に基づき、
市町村が行う景観形成関連公共施設の
整備を促進するため、市町村振興資金の
貸付を行います。

280,000 市町村課

4 屋外広告物の適正化 地域の良好な景観の形成、風致の維持
又は公衆に対する危害の防止を目的とし
て、屋外広告物に関する指導や規制、広
告主等に対する意識啓発等を行います。

15,199 美しい県土づくり推
進室

5 市町村景観計画策定支
援

景観法に基づく、市町村景観計画策定に
係る経費の補助を行い、特色ある地域景
観の維持向上を支援します。

24,000 美しい県土づくり推
進室

複数の事業において実施されること,ま

た,事業の一部として実施される場合も

あるため、「-」としています。
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３　さわやかな生活環境の保全と創造

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

6 景観アドバイザー活用制
度

景観の専門家の派遣、相談による、景観
形成及び景観に配慮した公共事業の実
現を支援します。

1,000 美しい県土づくり推
進室

7 景観形成モデル事業費
補助金

景観計画に基づく景観形成の具体的な
取り組みの促進を図るため、景観計画策
定市町村において、景観上重要と認めて
県が指定した地区内で行われる、市町村
および住民の実施する修景事業に対して
補助します。

新 10,000 美しい県土づくり推
進室

8 美しい県土づくり推進会
議費

景観形成の取り組みを全県的かつ継続
的に推進し、本県の豊かな景観を保全・
創造し、未来に引き継ぐ「美しい県土」を
実現するため、幅広く各界各層の参加を
いただいて景観形成を一層推進するため
の方策を検討します。

新 1,000 美しい県土づくり推
進室

9 人にやさしい道路環境
の整備（電線の地中化、
道路のユニバーサルデ
ザイン化）

子供や高齢者、障害をもつ人などを含
め、だれもが安心して快適に通行ができ
るよう、電線類の地中化やフラット歩道整
備(歩道新設)・マウントアップ歩道のフ
ラット化等を実施します。

- 道路管理課、道路
整備課、都市計画
課

10 多自然川づくりの推進
（再掲）

洪水から生命・財産を守る河川改修事業
等において、水生生物の保護や魅力ある
河川景観など河川環境の保全を考慮し
た多自然川づくりを実施します。

1,753,500 治水課

11 まちづくり活動の促進 まちづくりに対する啓発を促進するため、
次の事業を行います。
・まちづくりセミナーの開催（アメニティ豊
かなまちなみ環境の創造に向け、行政と
地域住民がともに考え、研究する機会と

403 都市計画課

複数の事業において実施されること,ま

た,事業の一部として実施される場合も

あるため、「-」としています。

地域住民がともに考え、研究する機会と
なるような講習会やパネルディスカッショ
ンの開催）
・まちづくり功労者表彰（まちづくりに功績
のあった県民を表彰）
・まちづくり啓発のための各種情報の提
供

12 建築文化賞による顕彰 魅力的で文化的なまちづくりを促進する
ため、景観や機能性に優れた建築物等
の表彰を行う建築関係団体で構成された
協議会に対し、補助金を交付します。

1,000 建築住宅課

13 甲府城跡櫓門整備事業 甲府城跡の保存とともに一層の活用を図
るため、経済効果があり、景観的な充実
と、市街地活性化に連動した利活用が期
待でき、なお文化庁とも協議して復元根
拠が十分である甲府城の鉄門を復元整
備します。

190,420 学術文化財課

14 文化財等保存事業費の
補助

国・県指定文化財に対する保存修理事
業・管理事業等に対する助成を行い、文
化財の適切な保存と管理を図ります。

68,756 学術文化財課

複数の事業において実施されること,ま

た,事業の一部として実施される場合も

あるため、「-」としています。
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４　地球環境保全対策の推進

４　地球環境保全対策の推進

4-1  地球温暖化の防止

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 温室効果ガス排出抑制
計画制度の実施

事業者の自主的な地球温暖化対策の取
り組みを促すため、事業者に温室効果ガ
ス排出抑制計画の作成・提出を求め、県
が抑制計画の目標や取組状況の報告を
広く県民に公表します。

- 環境創造課

2 地球温暖化防止活動推
進員の支援

住民が身近にできる地球温暖化防止対
策の取り組みなどの普及啓発を行い、地
域における実践行動を促すため、地球温
暖化対策推進法に基づき地球温暖化防
止活動推進員を委嘱します。

150 環境創造課

3 自動車環境計画の実施 自動車を使用して旅客や貨物の輸送を
行う事業者に対し、任意で自動車環境計
画の作成・提出及び実施状況の報告を

- 環境創造課

地球環境問題は、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など多岐にわたり、例えば地球温暖化による影

響は、気温の上昇や気候の変動、海面水位の上昇、疫病の増加、生態系や農作物への影響など、様々な

影響が予想されています。

「地球環境保全対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

画の作成・提出及び実施状況の報告を
求め、その概要を公表することにより、事
業者の自主的な取り組みを促進します。

4 省エネ・省電力設備導入
促進事業費補助金

東日本大震災の発生により節電努力を
強いられている県内企業を支援するた
め、また、地球温暖化対策を推進するた
め、県内の中小企業者等が省エネル
ギー及び省電力効果の高い設備を導入
する事業に補助します。

新 42,700 環境創造課

5 やまなし節電県民運動
推進事業（再掲）

東日本大震災の影響による電力供給不
足に対処するため、消費電力１５％削減
を目標に県民が節電に取り組むよう、テ
レビ・ラジオのＣＭや新聞広告などで広く
県民に周知を図る「やまなし節電県民運
動キャンペーン」を実施するとともに、事
業者向けの節電対策研修会を開催しま
す。

新 5,685 環境創造課

6 エコライフ県民運動推進
事業（再掲）

環境にやさしい社会「ＣＯ２ゼロやまなし」
を実現するため、県民が実践しやすいエ
コ活動として、マイバッグ運動、マイはし
運動、マイボトル運動、リユースびん運
動、エコドライブ運動、緑のカーテン運
動、環境家計簿運動を推進するとともに、
運動の参加団体や運動を支援する推進
店を募集し、ホームページで公表します。

1,500 環境創造課

地球環境問題は、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など多岐にわたり、例えば地球温暖化による影

響は、気温の上昇や気候の変動、海面水位の上昇、疫病の増加、生態系や農作物への影響など、様々な

影響が予想されています。

「地球環境保全対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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４　地球環境保全対策の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

7 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：市町
村の地球温暖化対策実
行計画策定、市町村の
クリーンエネルギー利用
推進への補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

8 環境にやさしいバス普及
促進事業費の補助（再
掲）

大気環境の改善を目的に、路線バス事
業者に対し、低公害バスの購入費の一部
を補助します。

5,000 大気水質保全課

9 圧縮天然ガス（CNG）充
填所設置促進事業費の
補助（再掲）

CNG車の普及のため、CNG充填所の設
置に関する経費を補助します。

420 大気水質保全課

10 森林吸収源対策の推進
（森林の整備）

森林吸収源対策の推進のため、間伐等
の森林整備を実施します。

- 森林整備課

11 森林整備加速化・林業
再生事業

地球温暖化防止に向けた森林吸収目標
の達成に向け、基金を活用し、間伐等の
森林整備の加速化を図ります。

676,412 森林整備課

12 森林吸収源対策間伐推
進事業

森林の持つ多面的機能を高めるととも
に、地球温暖化防止に向けて森林吸収
源対策の一層の推進を図るため、間伐等
の森林整備を実施します。

13,050 森林整備課

13 県産材利用促進事業 消費者ニーズに対応した安全・安心に使
用できる県産材をアピールするため、住
宅やオフィスへの県産ラベリング材の利
用を促進するとともに、県産材を活用した
自主的な活動に対して助成します。

13,620 林業振興課

間伐など複数の森林整備に関する事

業として実施するため「－」としていま

す。

自主的な活動に対して助成します。

14 保安林整備事業（再掲） 水源のかん養や災害の防備等森林の公
益的機能の高度な発揮を目的として指定
された保安林の整備を進めます。

443,115 治山林道課

15 パークアンドライドの推
進普及啓発

公共交通の利用促進や交通渋滞の緩
和、大気汚染の改善を目的とし、自家用
車と鉄道・バスを組み合わせたパークア
ンドライドの推進方策の検討や、自家用
車から公共交通等への交通手段の転換
を促すモビリティーマネジメント研修会を
実施します。

155 交通政策課

16 ノーマイカーデーの普及
啓発

公共交通機関の維持・確保、また交通渋
滞の緩和のため、毎月１日・１５日のノー
マイカーデーへの参加を呼びかけます。

- 交通政策課

17 交差点改良等による交
通の分散・円滑化（再
掲）

交通の分散・円滑化を図り、排気ガスや
騒音・振動等の低減に寄与するため、交
通が集中している都市部の主要交差点
や河川の渡河部等を中心にバイパス整
備や交差点改良等を実施します。

- 道路整備課・道路
管理課

18 小中学校エコ活動推進
キャンペーン
～地球のエネルギーに
ついて考えよう～

各公立小・中学校において，児童生徒一
人一人が日常生活で，省エネ・省資源を
主としたエコ活動に取り組みます。
１０月～１１月に推進キャンペーンを全県
で実施します。また，その様子をホーム
ページ等で情報発信します。

- 義務教育課

間伐など複数の森林整備に関する事

業として実施するため「－」としていま

す。

複数の事業において実施されること,

また,事業の一部として実施される場

合もあるため、「-」としています。
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４　地球環境保全対策の推進

4-2　オゾン層の保護対策の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 フロン類等の回収① 事業者、県民に対してフロン類の適正回
収、破壊処理に関する普及啓発を行うと
ともに、「フロン回収破壊法」「家電リサイ
クル法」に基づくフロン類の回収、破壊処
理を促進し、オゾン層の保護対策を推進
します。

- 環境創造課

2 フロン類等の回収② 自動車リサイクル法に基づき関連事業者
への指導・監督を行います。

- 環境整備課

3 環境対策融資(再掲） 中小企業者が行う次の施設・設備整備に
対し低利・長期の融資を行っています。
①事業活動で生ずる大気の汚染、水質
の汚濁等の公害を防止するための設備
整備、②「代替フロン」「脱フロン」設備整
備、③IS014000認定取得及びHACCP導
入、④地震災害の防止対策のための施
設・設備整備、⑤特定防火対象物の防火
対策のための施設・設備整備、⑥リサイ
クル等に資する施設・設備整備、⑦低排
出ガス車に認定された自動車の購入、粒
子状物質減少装置の整備、⑧山小屋等
のトイレの整備、⑨産業廃棄物処理施
設・設備整備、⑩省エネルギーに資する
施設・設備整備

融資枠
200,000

商業振興金融課

4-3　クリーンエネルギーの活用

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 住宅用太陽光発電設備
設置費補助金

再生可能エネルギーの活用を推進する
ため、日照時間の長い本県の特性を活
かし「住宅用太陽光発電設備」の導入促

50,000 環境創造課

かし「住宅用太陽光発電設備」の導入促
進を図ることとしています。県内にお住ま
いの個人の方で、既築の住宅に金融機
関等からの融資を受けて設備を設置され
た場合に、年利１％として融資を受けたと
した場合の元利均等返済による償還期
間中の利子相当額（１０万円を限度）を補
助します。

2 住宅用太陽光発電安
全・安心普及促進事業

県民が安全・安心に太陽光発電設備の
導入を進められるよう、事業者の技術力
向上等を目的としたセミナーの開催や、
県民向けの各種補助制度等の情報提供
を行います。

1,500 環境創造課

3 住宅用太陽光発電設備
設置者フォローアップ事
業

県の補助金を利用して太陽光発電設備
を設置した方に対して、発電量の調査や
省エネ意識についてのアンケートを実施
します。

2,437 環境創造課

4 太陽光発電設備率先導
入事業

県の施設に太陽光発電設備と省エネ設
備を併せて設置します。

32,102 環境創造課

5 民間施設省エネ・グリー
ン化推進事業

民間事業者が事業所等に太陽光発電設
備と省エネ設備を複合的に導入する場合
に補助を行い、クリーンエネルギーの普
及を促進します。

81,400 環境創造課
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４　地球環境保全対策の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

6 地域クリーンエネルギー
導入促進事業

市町村が庁舎等に小水力発電設備と省
エネ設備を複合的に導入する場合に補
助を行い、クリーンエネルギーの普及を
促進します。

33,300 環境創造課

7 クリーンエネルギーの普
及啓発

クリーンエネルギーを活用している当県
の状況を県内外にＰＲし、見学可能な施
設を活用して普及啓発を図るため、国の
次世代エネルギーパークの認定を受ける
とともに、パンフレットを作成して広報しま
す。

新 3,840 環境創造課

8 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：市町
村のクリーンエネルギー
利用推進への補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

9 ペレットボイラー・ストー
ブ利用推進事業

地域の森林資源を活用したバイオマスエ
ネルギー利用の普及を図るため、一般県
民が多く利用する県有施設等にペレット
ボイラー・ストーブを設置します。

3,213 林業振興課

10 クリーンエネルギー啓発
事業

県民の環境や省エネルギーに対する意
識の醸成を図るため、クリーンエネル
ギー学習講座、クリーンエネルギー工作
教室及びクリーンエネルギーフェスティバ
ル等のイベントを開催します。

2,100 企業局電気課

11 グリーンイノベーション推
進事業

低炭素社会の実現とグリーンイノベーショ
ンによる経済活性化を目指すため、本県
の恵まれた自然環境を活かし、再生可能
エネルギー（太陽光発電、小水力発電）
の普及促進に取り組みます。

518,197 企業局電気課

4-4　国際協力の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 国際シンポジウム2011
の開催

山梨県環境科学研究所では、研究交流
の促進と県民への研究成果の還元を目
的とし、平成９年度から国際的な環境研
究交流事業を実施しており、今年度も、
国内外からの研究者を招聘して国際シン
ポジウムを開催します。

1,000 森林環境総務課

2 地球環境問題対策費 世界の環境先進自治体と情報交換等を
行い本県の環境施策に活用するため、地
球の環境保全を目指す地方自治体の国
際ネットワークであるイクレイ（持続可能
性をめざす自治体協議会）に加盟し、本
県の取り組みを海外へ情報発信していき
ます。

540 環境創造課

17



５　環境教育・環境学習の推進

５　環境教育・環境学習の推進

5-1　多様な環境教育・環境学習の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 環境教育の推進（環境
教室、環境体験講座、地
域環境観察等）

山梨県環境科学研究所は、本県におけ
る環境教育・環境学習の拠点施設とし
て、環境問題への関心を喚起するものか
ら、より専門性の高いものまで多様な教
育・学習事業を展開しています。
・環境教室…環境科学研究所を訪れる学
校や団体を対象に、研修室や生態観察
園、参加体験型の機器を活用し、環境問
題の重要性を伝える教室を随時開催しま
す。
・環境体験講座…子供から成人までを対
象に、水、大気、ごみ及び動植物等身近
な環境に関する事項につき、わかりやす
い実験・実証を通して環境の見方、問題
点を学ぶ機会とします。
・地域環境観察…地域の自然への関心
を高め、自然や環境を意識した生活へと
転換する契機とするため、富士山周辺等

13,310 森林環境総務課

本県の豊かな自然環境を将来に引き継いでいくためには、私たち一人ひとりが環境に関心を持ち、自らの責任

と役割を理解し、行動に結びつくような環境教育・環境学習が必要です。

「環境教育・環境学習の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

転換する契機とするため、富士山周辺等
の観察や野外での講義を行います。
また、環境教育に関する設備を整備し、
環境教室の充実を図ります。

2 森林・林業体験の促進 小中学生とその父母を対象に、森林・林
業に対する理解を深めてもらうため、枝
打ち・間伐体験や自然観察などの森林・
林業体験学習会を森林総合研究所内の
森の教室において開催します。

321 森林環境総務課

3 環境学習指導者派遣事
業

身近な環境や地球環境問題に対する県
民の意識の高揚を図るとともに、地域の
環境保全活動の推進に資するため、環
境に関する知識、経験等を持つ人材を
「やまなしエコティーチャー」（環境学習指
導者）として登録し、民間団体等が開催
する研修会等に講師として派遣します。

726 環境創造課

4 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：環境
教育推進事業への補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

5 学校林活動の推進 児童生徒などに森林や緑と人々の生活と
の関係について理解を深めてもらうた
め、学校林活動を支援します。

- みどり自然課

本県の豊かな自然環境を将来に引き継いでいくためには、私たち一人ひとりが環境に関心を持ち、自らの責任

と役割を理解し、行動に結びつくような環境教育・環境学習が必要です。

「環境教育・環境学習の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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５　環境教育・環境学習の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

6 緑育環境整備事業 民間団体等と協働して行う保育園、幼稚
園、小中学校等の芝生化等、緑化への
補助を行い、緑や自然を大切にする心の
醸成や環境教育の場としての整備を行い
ます。

4,000 みどり自然課

7 どんぐりクラブ育成事業
費

次代を担う小学生以下の児童等を対象
に、山でどんぐりを拾い、育て、植樹する
活動を通じて、森林や緑を大切にする心
を養うことを目的とするどんぐりクラブを
育成します。

662 みどり自然課

8 活力ある山村づくり（森と
湖に親しむつどいの開
催）

ダムや河川、森林等が果たす役割につい
ての関心や理解を深めるため、県内のダ
ムを会場として、ダム地下探検や木工教
室等を開催します。

706 森林整備課、治水
課

9 森林文化の森づくりの推
進（再掲）

森林体験プログラム等を通じて、県民が
森林と親しみ、森林と人との関わりについ
て理解を深められるよう、森林整備等の
「森林文化の森」の維持管理を実施しま
す。

5,447 県有林課

10 多自然川づくりの推進
（再掲）

洪水から生命・財産を守る河川改修事業
等において、水生生物の保護や魅力ある
河川景観など河川環境の保全を考慮し
た多自然川づくりを実施します。

1,753,500 治水課

11 青少年長期自然体験活
動（フロンティア・アドベ
ンチャー「やまなし少年
海洋道中」）

県内の中学生５０人を対象に、八丈島の
海洋における大自然の中で行う自然体
験・海洋体験・地域交流活動・環境学習
活動などの長期自然体験活動（８泊９日）
を実施することにより、「生きる力」の育成
に努めるとともに、友情・連帯・奉仕の精
神を涵養し、地域等におけるリーダーとし
ての資質の向上を図ります。

2,538 社会教育課

ての資質の向上を図ります。

5-2  人材の育成

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 山梨環境科学カレッジ・
カレッジ大学院の実施

山梨県環境科学研究所では、地域にお
ける環境学習指導者の育成を目的とし
て、環境科学研究所研究員や研究所の
設備を活用した講座等を開催し、修了者
には修了証を交付します。
・カレッジ…一般、学生を対象とし、研究
所が開催する講座のうち一定の要件のも
と、５講座以上を受講した方に修了証を
交付します（定員４０名）。
・カレッジ大学院…カレッジ修了者を対象
に、さらに発展した学習機会を設け、イン
タープリター（自然、文化等の価値などを
わかりやすく人々に伝える者）の養成を
意図したもので、より専門性の高い講座
の受講が可能です。研究所研究員等に
よる１０講座を受講した方に修了証を交
付します（定員１５名程度）。

783 森林環境総務課
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６　自発的な活動の促進

６　自発的な活動の促進

6-1　環境に関する活動の展開

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 やまなしクリーンキャン
ペーン推進費

環境に配慮した行動の定着に向け、県民
や事業者等の気運を醸成します。また、
地域住民に日常的な環境保全活動への
参加機会を提供するため、やまなしク
リーンキャンペーンを展開します。

1,063 環境創造課

2 環境日本一やまなしづく
り実践活動推進費（やま
なし環境月間）

やまなし環境月間（5/30～6/30）を定め、
６月５日の環境の日を中心に「環境フォー
ラムinやまなし」など、実践活動に結びつ
く様々な普及啓発事業を実施します。

2,451 環境創造課

3 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：市町
村のごみ減量・リサイク
ル推進などへの補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

「山梨県環境基本条例」は、私たち一人ひとりが、環境の保全と創造を進めていくことの重要性を明らかに

しています。本県では、これまで、環境美化活動や緑化活動など、環境に関する様々な取り組みが行われて

きましたが、今後も、県民や民間団体、事業者などによって自発的に行われる環境の保全と創造に関する

活動が一層重要になってきます。

「自発的な活動の促進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

援します。

4 森づくり活動の支援 企業、団体及び県民参加の森づくりを推
進するため、森づくり活動をサポートする
「やまなし森づくりコミッション」の活動を
支援します。

- みどり自然課

5 やまなし森づくり・CO2吸
収認証評価委員会開催

企業・団体の森づくり活動によるCO2吸
収量を認証することにより、企業・団体の
森づくりへの参加を促進します。

22 みどり自然課

6 中山間ふるさと・水と土
保全対策事業

農業用用排水路、ため池、農道などの土
地改良施設の多面的機能を適切に発揮
させるため、集落共同活動、人材育成、
都市住民との交流促進、人材登録等を支
援します。

12,822 耕地課

7 農地・水・農村環境保全
向上活動支援事業

農業経営の基盤となる農地、農業用水、
農村環境について、農家のみならず、非
農家も参画した地域共同活動の仕組み
を再構築し、その保全と質的向上を図る
活動に対して支援します。

72,957 農村振興課

8 やまなし土木施設環境
ボランティアの推進

身近な公共空間である県が管理する道
路、河川及び公園の清掃、除草及び草花
の植栽などの美化活動を行い、快適なま
ちづくりを推進するため、住民団体、企
業、学校等にボランテｨアとして活動して
もらう制度。県は、ボランティア活動に意
欲を持つ団体等をボランティアと認証した
上で合意書を交わし、一定区域の清掃美
化等を任せ、活動に必要な道具等を支給
し、その活動を支援します。

3,889 道路管理課
治水課

「山梨県環境基本条例」は、私たち一人ひとりが、環境の保全と創造を進めていくことの重要性を明らかに

しています。本県では、これまで、環境美化活動や緑化活動など、環境に関する様々な取り組みが行われて

きましたが、今後も、県民や民間団体、事業者などによって自発的に行われる環境の保全と創造に関する

活動が一層重要になってきます。

「自発的な活動の促進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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６　自発的な活動の促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

9 川に親しみ水辺にふれ
あう運動推進費（再掲）

毎年７月を「川に親しみ、水辺にふれあう
運動」強調月間として、市町村、自治会、
各種団体の参加協力を得て県下各地に
おいて、河川清掃を実施しています。

1,384 治水課

6-2　民間環境保全団体の協働の促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 桂川・相模川流域におけ
る環境保全の推進

河川の流域環境の保全に向けて、県境
を越えた流域の住民、事業者、行政等の
連携による環境の保全や創造に関する
取り組みを支援します。

675 森林環境部

2 環境パートナーシップや
まなしの支援

県民、事業者、民間団体等で組織する
「環境パートナーシップやまなし」が行う
全県的な環境保全、創造に関する活動に
対して支援します。

135 環境創造課
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７　情報の提供

７　情報の提供

7-1　環境情報の総合的な収集

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 環境情報センターにおけ
る環境情報の収集、提
供

環境科学研究所１階にある環境情報セン
ターでは、環境に関する図書やビデオ、
DVD、CD-ROMを豊富に取り揃えており、
閲覧・貸出により、環境情報を提供してい
ます。
開館時間／午前９時～午後５時
休館日／年末年始、蔵書点検日等

7,818 森林環境総務課

7-2  提供体制の確立

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 「やまなしの環境」の発 環境問題への関心を深めるため、本県の 749 森林環境総務課

県民、民間団体、事業者がそれぞれの立場で環境問題に関する理解を深め、環境活動への自主的な取り

組みを積極的に進めていくためには、環境情報の充実のほか、情報の迅速な提供が不可欠です。また、事

業者による環境報告書等の公開は、住民との環境コミュニケーションの活発化を促進するために有効な手

段となっています。

環境に関する「情報の提供」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

1 「やまなしの環境」の発
行、ホームページの充実

環境問題への関心を深めるため、本県の
環境の現状及び環境の保全と創造に向
けた施策の実施状況をまとめた環境白書
「やまなしの環境」を発行します。このほ
か、環境に関する情報（各種調査データ
及び計画等）は、県のホームページに速
やかに掲載することとし、情報提供の充
実を図ります。

749 森林環境総務課

2 環境日本一やまなし実
践活動推進費（再掲）：
環境フォーラムの開催、
環境情報コーナーの設
置等

県民の環境保全意識の高揚、環境保全
活動の促進等を図るため、環境の日の環
境フォーラムの開催、環境情報コーナー
の設置等を通じ、環境情報の提供を行い
ます。

2,451 環境創造課

県民、民間団体、事業者がそれぞれの立場で環境問題に関する理解を深め、環境活動への自主的な取り

組みを積極的に進めていくためには、環境情報の充実のほか、情報の迅速な提供が不可欠です。また、事

業者による環境報告書等の公開は、住民との環境コミュニケーションの活発化を促進するために有効な手

段となっています。

環境に関する「情報の提供」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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８　調査・研究の実施

８　調査・研究の実施

8-1　環境モニタリングの実施

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 大気汚染常時監視（再
掲）

「大気汚染防止法」に基づき大気汚染の
状況を把握するため、一般環境大気測定
局１０局及び自動車排出ガス測定局２局
の合計１２局で大気汚染状況の常時監視
を行います。なお、常時監視の速報値（１
時間値）は山梨県庁の大気水質保全課Ｈ
Ｐで見ることができます。

22,935 大気水質保全課

2 公共用水域及び地下水
の水質の常時監視（再
掲）

河川、湖沼の水質の状況を定期的に把
握し、各種水質保全施策の基礎資料とす
るため、５３地点においてＢＯＤ、ＣＯＤ等
８８項目の水質調査を実施します。
また、地下水の状況を定期的に把握する
ため、４６地点で概況調査を行い、過去
の調査により環境基準の超過等があった
３７地点で継続監視調査を実施します。

18,305 大気水質保全課

3 ダイオキシン類の調査 ダイオキシン類対策特別措置法に基づ 14,071 大気水質保全課

環境問題への対応や環境の保全のためには、本県の環境の現状や関連する最新の情報、技術動向につ

いて調査するとともに、本県の特性に応じて、環境の保全及び創造、環境問題への対応に資する技術等の

研究を行うことが必要です。

環境に関する「調査・研究の実施」として、平成２３年度において県が行う事業は次のとおりです。

3 ダイオキシン類の調査
（再掲）

ダイオキシン類対策特別措置法に基づ
き、ダイオキシン類による環境汚染を防
止するため、大気、公共用水域の水質及
び底質、地下水、土壌の常時監視を行い
ます。

14,071 大気水質保全課

4 騒音・振動対策（再掲） 道路沿道地域の生活環境の保全を図る
ため、監視対象を拡大して自動車騒音の
常時監視を行い、自動車騒音対策の基
礎資料とします。

1,859 大気水質保全課

5 地盤沈下調査（再掲） 地盤沈下を未然に防止するため、一級水
準測量調査や地下水位観測を行い地盤
沈下の状況を把握し、地盤沈下対策及び
地下水採取の適正化を図る基礎資料とし
ます。

7,127 大気水質保全課

8-2　環境科学研究の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 環境研究の推進 環境科学研究所では、環境問題と本県
の地理的特性をふまえ、「富士山五合目
樹木限界の生態系に撹乱が及ぼす影響
の評価に関する研究」「富士山における
環境指標生物を対象にした保全生物学
術的研究」「自然環境から発生する音が
聴覚中枢の活動に及ぼす影響に関する
研究」等、環境問題への対策に通じる研
究を進めています。研究成果は、同研究
所の報告書、年報、広報誌及びホーム
ページ等により県民に還元しています。

89,767 森林環境総務課

環境問題への対応や環境の保全のためには、本県の環境の現状や関連する最新の情報、技術動向につ

いて調査するとともに、本県の特性に応じて、環境の保全及び創造、環境問題への対応に資する技術等の

研究を行うことが必要です。

環境に関する「調査・研究の実施」として、平成２３年度において県が行う事業は次のとおりです。
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８　調査・研究の実施

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

2 育林・育種、森林保護に
関する試験研究

山梨県森林総合研究所では、森林の育
成や保護に関する調査・研究・技術開発
を進めるため、複層林や長伐期施業の確
立、都市緑化に適した品種の開発、森林
病虫害対策などに関する試験研究を行
います。

1,797 森林環境総務課

3 森林環境保全に関する
試験研究

山梨県森林総合研究所では、森林環境
保全に関する調査・研究・技術開発を進
めるため、人工林の多様な機能発揮を図
るための技術開発、野生獣害を軽減する
森林施業の実証試験、種子の豊凶がツ
キノワグマの出没に及ぼす影響調査を行
います。

1,904 森林環境総務課

4 森林資源の有効利用の
促進に関する試験研究

山梨県森林総合研究所では、地域の環
境に適した柱材の乾燥技術の確立、未利
用木質バイオマスの有効利用方策の検
討、構造用集成材の信頼性向上技術の
開発に関する研究を行います。

1,746 森林環境総務課

5 国際シンポジウム2011
の開催（再掲）

山梨県環境科学研究所では、研究交流
の促進と県民への研究成果の還元を目
的とし、平成９年度から国際的な環境研
究交流事業を実施しており、今年度も、
国内外からの研究者を招聘して国際シン
ポジウムを開催します。

1,000 森林環境総務課
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重１　富士山の環境保全対策の推進

重１　富士山の環境保全対策の推進

1-1　多様な自然環境の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 富士山に関する研究①
（再掲、8-2NO.1「環境研
究の推進」に含まれる。）

山梨県環境科学研究所では、富士山の
貴重な自然の保護のため、富士山五合
目の樹木限界の自然に対し人為的攪乱
が及ぼす影響を評価する研究を行いま
す。

2,632 森林環境総務課

2 富士山に関する研究②
（再掲、8-2NO.1「環境研
究の推進」に含まれる。）

山梨県環境科学研究所では、生物の多
様性の保全のため、富士山に生息する
環境指標性の高い生物群の保全生態を
解明する研究を行います。

1,941 森林環境総務課

3 富士山総合保全対策費
（再掲、富士五湖の水質
調査）

富士五湖の富栄養化の実態把握に努め
るため、「富士五湖水質補足調査」を実
施します。

615 大気水質保全課

富士山及び周辺地域の豊かな自然と美しい景観を次の世代に継承していくため、本県では、富士山総合

環境保全対策基本方針を策定して、総合的な保全対策に取り組んできました。環境基本計画においても、

富士山とその周辺地域の自然環境や景観を引き続き守るため、富士山に関する施策を重点施策としていま

す。

「富士山の環境保全対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

4 富士山１億人運動推進
キャンペーン事業

｢富士山憲章｣の理念に基づく富士山環
境保全運動を推進するため､「富士山ボラ
ンティアセンター」の運営、各種啓発キャ
ンペーン、インターネット等による情報発
信を行います｡

3,064 観光資源課

5 富士山麓環境クリーン
アップ事業

富士山山麓部における不法投棄及びポ
イ捨て防止のため、「富士山麓環境美化
推進ネットワーク」会議を開催します｡ま
た､富士山麓への廃家電・古タイヤ等の
不法投棄防止のために啓発活動を実施
します｡

328 観光資源課

6 富士山レンジャー設置事
業

富士山及び北麓地域における自然保護
と適正利用を図るため、巡回業務を行う
「富士山レンジャー」を設置します。(平成
２０年度から２名増員し４名体制で活動)
業務内容
・植物の採取等違法行為や不法投棄等
の巡回監視、是正指導
･観光客や登山者に対する環境マナー啓
発､自然解説 等

12,039 観光資源課

7 富士山青木ヶ原樹海等
エコツアーガイドラインの
周知と遵守

ガイドラインの実効的な運用を図るため､
「富士山青木ヶ原樹海等エコツアーガイド
ライン推進協議会」の開催を通じて、意
見・情報交換、遵守に向けての合意確認
等を行います｡

- 観光資源課

富士山及び周辺地域の豊かな自然と美しい景観を次の世代に継承していくため、本県では、富士山総合

環境保全対策基本方針を策定して、総合的な保全対策に取り組んできました。環境基本計画においても、

富士山とその周辺地域の自然環境や景観を引き続き守るため、富士山に関する施策を重点施策としていま

す。

「富士山の環境保全対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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重１　富士山の環境保全対策の推進

1-2　優れた景観の保全

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 富士山世界文化遺産登
録事業

本栖湖、史跡富士山の文化財指定と保
存管理計画策定を行います。

2,577 世界遺産推進課

2 富士山麓環境美化推進
ネットワークによる監視

富士山北麓におけるゴミ不法投棄防止の
ため､関係行政機関、民間企業、ＮＰＯ法
人等との連携による監視活動を展開しま
す｡

- 観光資源課

3 富士山六合目公衆トイレ
設置事業

山岳環境の保全と快適な登山観光に資
するため、富士山吉田口登山道六合目
（富士山安全指導センター隣接地）への
仮設公衆トイレを設置します。（H23.7.1～
H23.9.4）

3,752 観光資源課
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重２　森林、緑地の保全等の推進

重２　森林、緑地の保全等の推進

2-1　森林の多面的機能の発揮の促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 森林セラピーの推進 環境科学研究所が行っている森林セラ
ピーに関する研究について、その研究成
果の提供等を行います。

- 森林環境総務課

2 森林区分に応じた森林
整備（再掲）

森林の有する多面的機能を重視すべき
機能に応じて、「水土保全林」、「森林と人
との共生林」、「資源の循環利用林」に区
分し、それぞれが有する機能が持続的に
発揮されるよう、森林整備を推進します。

543,318 森林整備課

3 耕作放棄地対策森林整
備支援事業(再掲）

森林・原野化した農地を森林に編入して
周辺森林と一体的な整備をするため、編
入に必要な現況調査等の取り組みに対
し助成します。

1,600 森林整備課

4 低コスト安定供給推進事
業（再掲）

路網整備と一体的な事業の展開により、
低コスト化を図り、自然環境の保全に配
慮しながら効率的な県有林経営を推進し

60,588 県有林課

本県は県土の約７８％が森林という豊富な森林資源を有し、県民の健やかで潤いのある生活環境の確保に大

きな貢献をしています。

「森林、緑地の保全等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

慮しながら効率的な県有林経営を推進し
ます。

5 県有林造林事業（再掲） 県有林の木材資源を健全に育成するとと
もに、水土保全等森林の公益的機能を高
めるため、計画的に県有林の森林整備を
行います。

673,600 県有林課

6 森林管理認証に基づく
県有林経営の推進（再
掲）

生物多様性と生態的健全性を維持しなが
ら、地域の社会・経済にも貢献するため、
国際的な森林管理認証に基づいた県有
林管理を推進します。

1,738 県有林課

7 保安林整備事業（再掲） 水源のかん養や災害の防備等森林の公
益的機能の高度な発揮を目的として指定
された保安林の整備を進めます。

443,115 治山林道課

2-2　森林環境教育の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 森林・林業体験の促進
事業（再掲）

小中学生とその父母を対象に、森林・林
業に対する理解を深めてもらうため、枝
打ち・間伐体験や自然観察などの森林・
林業体験学習会を森林総合研究所内の
森の教室において開催します。

321 森林環境総務課

2 学校林活動の推進（再
掲）

児童生徒などに森林や緑と人々の生活と
の関係について理解を深めてもらうた
め、学校林活動を支援します。

- みどり自然課

本県は県土の約７８％が森林という豊富な森林資源を有し、県民の健やかで潤いのある生活環境の確保に大

きな貢献をしています。

「森林、緑地の保全等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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重２　森林、緑地の保全等の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

3 緑育環境整備事業（再
掲）

民間団体等と協働して行う保育園、幼稚
園、小中学校等の芝生化等、緑化への
補助を行い、緑や自然を大切にする心の
醸成や環境教育の場としての整備を行い
ます。

4,000 みどり自然課

4 どんぐりクラブ育成事業
費（再掲）

次代を担う小学生以下の児童等を対象
に、山でどんぐりを拾い、育て、植樹する
活動を通じて、森林や緑を大切にする心
を養うことを目的とするどんぐりクラブを
育成します。

662 みどり自然課

2-3　緑化の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 県民緑化まつりの開催 森林の果たす役割や緑化に対する県民
意識の高揚を図り、県民の緑化活動への
積極的な参加を促進するため県民緑化
まつりを開催し、記念式典、植樹等を実
施します。

800 みどり自然課

2 緑化センターにおける普
及啓発

緑化思想の高揚と緑化の知識・技術の普
及を図るため「緑の教室」を開催するとと
もに、緑化相談等を実施し、緑に親しむ
技術や活動の援助を行います。また、緑
化見本園の維持管理を行い、来園者に
緑化思想の普及を図ります。

48,078 みどり自然課

3 緑の風景創造事業（再
掲）

県内各地域における樹木による緑被率
の向上や質の高い緑の創出を図るため、
郷土種を中心とした緑化樹の養成・配付
や県公共施設への緑化モデル事業を行
います。

18,905 みどり自然課

4 緑の保全推進事業(再
掲）

緑化推進や緑化思想の高揚のため、
（財）山梨県緑化推進機構の運営を支援
します。

- みどり自然課

2-4　ふれあいの機会の提供

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 「山の日」啓発活動推進
費

やまなし「山の日」（８月８日）は、山や森
林の恩恵に感謝することを目的として平
成９年に制定しました。平成２３年度も、
山の日に関する事業を実施し、「山の日」
の趣旨の普及、啓発に関する事業を実施
します。
・やまなし「山の日」記念事業…やまなし
「山の日」の８月８日に森林環境教育や
自然観察を行う「森の教室」、山梨県山岳
連盟と共催の「山梨百名山チャレンジ登
山」、日本山岳会山梨支部と共催の「山
の博覧会」、また首都圏において「山の日
首都圏キャンペーン」を実施します。
・やまなし「山の日」関連事業…「山の日
写真コンクール」や「山の日絵画コンクー
ル」などの開催により、「山の日」の趣旨
の普及啓発を行います。

3,729 森林環境総務課

2 森林文化の森の歩道整
備（再掲）

森林文化の森での活動や来訪者の散策
のため、歩道の新設、修繕を実施しま
す。

6,354 県有林課
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重２　森林、緑地の保全等の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

3 森林文化の森づくりの推
進(再掲）

森林体験プログラム等を通じて、県民が
森林と親しみ、森林と人との関わりについ
て理解を深められるよう、森林整備等の
「森林文化の森」の維持管理を実施しま
す。

5,447 県有林課

4 ツアー造成促進事業 本県のとっておきの魅力を組み込んだ新
たな旅行メニューづくりを進めるとともに、
旅行会社、マスコミに本県の多様な観光
資源や情報を紹介・売り込みを行いま
す。

1,798 観光振興課
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重３　水環境の保全等の推進

重３　水環境の保全等の推進

3-1　水資源の保護・活用

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 水資源の保全の推進 水資源実態等調査を実施し、水資源の現
状と将来予測の解析・評価及び水資源の
有効な活用方法を検討します。

21,800 森林環境総務課

2 桂川・相模川流域におけ
る環境保全の推進（再
掲）

河川の流域環境の保全に向けて、県境
を越えた流域の住民、事業者、行政等の
連携による環境の保全や創造に関する
取り組みを支援します。

675 森林環境部

3 公共用水域及び地下水
の水質の常時監視（再
掲）

河川、湖沼の水質の状況を定期的に把
握し、各種水質保全施策の基礎資料とす
るため、５３地点においてＢＯＤ、ＣＯＤ等
８８項目の水質調査を実施します。
また、地下水の状況を定期的に把握する
ため、４６地点で概況調査を行い、過去
の調査により環境基準の超過等があった
３７地点で継続監視調査を実施します。

18,305 大気水質保全課

本県は、富士山、南アルプス、八ヶ岳など雄大な山々に囲まれ、豊かな森林によって育まれた水は、上流域か

ら下流域に至るまで大きな恵みをもたらしています。

「水環境の保全等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

３７地点で継続監視調査を実施します。

4 富士山総合保全対策費
（再掲、富士五湖の水質
調査）

富士五湖の富栄養化の実態把握に努め
るため、富士五湖水質補足調査を実施し
ます。

615 大気水質保全課

5 森林区分に応じた森林
整備(再掲）

森林の有する多面的機能を重視すべき
機能に応じて、「水土保全林」、「森林と人
との共生林」、「資源の循環利用林」に区
分し、それぞれが有する機能が持続的に
発揮されるよう、森林整備を推進します。

543,318 森林整備課

6 保安林整備事業（再掲） 水源のかん養や災害の防備等森林の公
益的機能の高度な発揮を目的として指定
された保安林の整備を進めます。

443,115 治山林道課

7 水源地域緊急整備（森
林整備）

水源地域において、森林の有する水源か
ん養機能を発揮させるため、荒廃森林の
整備等を実施します。

14,616 治山林道課

8 全国水需給動態調査 水資源の開発、保全及び利用に関する
施策の推進に必要な基礎資料の集積等
のため、県内の水需給の現状や動向を
把握します。

150 企画課

9 全日本中学生水の作文
コンクール

次代を担う中学生に、広く水に対する関
心を高め理解を深めてもらうため、「水の
週間」の行事の一環として、作文コンクー
ルを行います。

- 企画課

本県は、富士山、南アルプス、八ヶ岳など雄大な山々に囲まれ、豊かな森林によって育まれた水は、上流域か

ら下流域に至るまで大きな恵みをもたらしています。

「水環境の保全等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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重３　水環境の保全等の推進

3-2　水辺環境の整備

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 内水面利用啓発事業 魚の住みやすい環境づくりを推進するた
め水産資源の保全と適正な内水面利用
の啓発事業への支援等を実施します。

370 花き農水産課

2 地域用水環境整備事業 豊かで潤いのある快適な生活環境を創
造するため、水路・溜池等の農業水利施
設の保全、管理、整備と一体的に、これ
らの施設の有する水辺空間等を活用した
施設整備を行います。

93,500 耕地課

3 みどりと水辺空間創出事
業費

自然とのふれあいを目的として、都市部
における身近な河川公園を重点的に整
備します。

35,000 治水課

4 河川環境管理費（再掲） 河川への不法投棄等河川法違反の取り
締まりの強化、夏季における水難事故防
止のための施設点検、河川施設の安全
点検のため、管理用道路の確保及び視
野の確保の目的で堤防除草を実施しま
す。

94,119 治水課

5 生活関連土木施設整備
事業

人々が水とのふれあいを通して潤いと安
らぎを得られるよう、高水敷きの整備や
低水護岸等の親水施設の整備を実施し
ます。

85,000 治水課

3-3　ふれあいの機会の提供

新 予算額
NO. 事業名 事業の概要

新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 活力ある山村づくり（森と
湖に親しむつどいの開
催）（再掲）

ダムや河川、森林等が果たす役割につい
ての関心や理解を深めるため、県内のダ
ムを会場として、ダム地下探検や木工教
室等を開催します。

706 森林整備課、治水
課

2 ツアー造成促進事業（再
掲）

本県のとっておきの魅力を組み込んだ新
たな旅行メニューづくりを進めるとともに、
旅行会社、マスコミに本県の多様な観光
資源や情報を紹介・売り込みを行いま
す。

1,798 観光振興課

3 河川公園の整備 県民が水と親しみ憩うことが出来るような
河川空間を利用した公園の整備を進めま
す。

35,000 治水課

4 川に親しみ水辺にふれ
あう運動の推進（再掲）

毎年７月を「川に親しみ、水辺にふれあう
運動」強調月間として、市町村、自治会、
各種団体の参加協力を得て河川清掃を
実施しています。

1,384 治水課
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重４　環境の保全に資する農業の促進

重４　環境の保全に資する農業の促進

4-1　環境保全型農業の促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 甲斐のこだわり環境農
産物の認証

県産農産物のイメージアップを図り、その
生産振興と流通を促進するため、化学合
成農薬と化学肥料をそれぞれ３０％以上
減らし、県内で生産された農産物（米、野
菜、果実等）を甲斐のこだわり環境農産
物として認証します。

212 果樹食品流通課

2 農業用廃プラスチックの
リサイクルの促進（再掲）

農業用廃プラスチックを適正に処理し、自
然的及び社会的環境公害を未然に防止
するために助成します。

2,381 果樹食品流通課

3 環境保全型農業推進事
業

環境保全と生産性を調和させ、持続的再
生産をめざす環境保全型農業の確立・定
着を図るため、①総合農業技術センター
及び果樹試験場において、化学肥料や
化学農薬などを削減するための実証圃
場４カ所を設置し削減栽培体系の検討を
行うとともに、②「持続農業法」に基づき、

2,599 農業技術課

農業は、食料供給の機能のほか、国土保全、水源のかん養、良好な景観の形成等といった機能を有しており、

農業の有するこれらの機能については将来にわたって発揮させていくことが必要です。

「環境の保全に資する農業の促進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

行うとともに、②「持続農業法」に基づき、
土づくり、化学肥料・化学農薬の使用の
削減を一体的に行う農業者をエコファー
マーとして認定します（平成２３年３月末
現在７，４１４人）。

4 環境保全型農業産地化
支援事業

地域での面的取組を支援する農地・水・
環境向上営農活動を展開し、地域全体で
の取り組みへの波及や環境保全型農業
直接支払いを推進し環境保全型農業な
どに取り組む農業者の活動を支援しま
す。

12,216 農業技術課

4-2  美しい農村づくりの促進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 農業集落排水処理施設
の整備（再掲）

農業集落におけるし尿、生活排水などの
汚水等を処理する施設の整備により、農
業用用排水などによる公共水域の水質
汚濁を防止し、農村地域の健全な水循環
に資するとともに、生活環境の向上を図
ります。

22,000 耕地課

2 地域環境整備事業 多様な生物相と豊かな環境に恵まれた
農業・農村の持つ多面的機能を発揮させ
るため、生態系の保全に配慮しながら、
農業用用排水路、農業集落排水路、農
道、農業集落道路等の生産基盤及び生
活環境の整備を行います。

110,000 耕地課

農業は、食料供給の機能のほか、国土保全、水源のかん養、良好な景観の形成等といった機能を有しており、

農業の有するこれらの機能については将来にわたって発揮させていくことが必要です。

「環境の保全に資する農業の促進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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重５　廃棄物等の発生抑制等の推進

5-1　発生抑制等に関する役割や取り組みの明確化

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 ごみ減量化やまなしモデ
ルの推進（再掲）

ごみ減量化の推進のため平成１８年３月
に策定した、「ごみ減量化やまなしモデ
ル」に沿った市町村事業に対して支援し
（環境保全活動支援事業費補助金）、モ
デルの実践を促します。

環境保全活動
支援事業費補
助金10,000千
円の補助メ
ニューの一つ
として実施

環境創造課

2 エコライフ県民運動推進
事業（再掲）

環境にやさしい社会「ＣＯ２ゼロやまなし」
を実現するため、県民が実践しやすいエ
コ活動として、マイバッグ運動、マイはし
運動、マイボトル運動、リユースびん運
動、エコドライブ運動、緑のカーテン運
動、環境家計簿運動を推進するとともに、
運動の参加団体や運動を支援する推進
店を募集し、ホームページで公表します。

1,500 環境創造課

事業活動や日常生活から発生する廃棄物については、最終処分場のひっ迫、不法投棄等の問題が生じて

います。このような廃棄物に関する課題を解決し、循環型社会を確立していくためには、廃棄物等の発生抑

制等に関する施策を一層推進していくことが必要です。

「廃棄物等の発生抑制等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。

店を募集し、ホームページで公表します。

3 廃棄物総合計画の推進 廃棄物総合計画に基づき、廃棄物の発
生抑制や循環的利用、適正処理等の廃
棄物対策を総合的かつ計画的に推進し
ます。

1,260 環境整備課

4 多量排出事業者排出抑
制推進事業費（再掲）

県内の事業者の廃棄物の発生抑制に関
する積極的な取り組み状況を公表し、事
業者の発生抑制に向けての取り組みを
支援します。

141 環境整備課

5 廃棄物適正処理啓発事
業（再掲）

（社）山梨県産業廃棄物協会に委託し、
研修会の開催や県民の日におけるキャ
ンペーンを通じて、廃棄物の適正処理を
啓発します。

221 環境整備課

5-2　公共関与による廃棄物最終処分場の確保

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 最終処分場整備の推進
（再掲）

公共関与による廃棄物最終処分場の管
理運営及び整備を推進するため、（財）山
梨県環境整備事業団に対して助成を行
います。

2,466,014 環境整備課

事業活動や日常生活から発生する廃棄物については、最終処分場のひっ迫、不法投棄等の問題が生じて

います。このような廃棄物に関する課題を解決し、循環型社会を確立していくためには、廃棄物等の発生抑

制等に関する施策を一層推進していくことが必要です。

「廃棄物等の発生抑制等の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は次のとおりです。
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5-3　不法投棄対策等の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 不法投棄等未然防止対
策推進事業（再掲）

広域化している不法投棄の未然防止を
図るため、広域情報連携による対応の迅
速化や事案管理の徹底が可能となる「不
法投棄等未然防止支援システム」を活用
します。

- 環境整備課

2 不法投棄未然防止事業
費補助（再掲）

不法投棄の未然防止のため、山間部や
人目につきにくい道路脇など、不法投棄
のおそれのある場所に防止柵、警告看板
等を設置する事業に補助を行います。

1,500 環境整備課

3 廃棄物監視推進事業
（再掲）

県民を含めた不法投棄等に対する監視
体制の確立を図るため、ボランティアの
不法投棄監視協力員の登録、民間事業
者団体等との通報協定の運用促進、民
間警備会社を活用した夜間パトロール等
を実施します。

22,109 環境整備課

4 廃棄物対策連絡協議会
負担金（再掲）

不法投棄等を未然に防止し生活環境の
保全を図るため、県と市町村等で構成す
る廃棄物対策連絡協議会に対して、廃棄
物監視員の人件費等の運営費を負担し
ます。

12,382 環境整備課
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重６　地球温暖化対策の推進

6-1　京都議定書の発効に伴う地球温暖化対策の推進

NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

1 地球温暖化防止活動推
進員の支援（再掲）

住民が身近にできる地球温暖化防止対
策の取り組みなどの普及啓発を行い、地
域における実践行動を促すため、地球温
暖化対策推進法に基づき地球温暖化防
止活動推進員を委嘱します。

150 環境創造課

2 環境保全活動支援事業
費補助金（再掲）：市町
村の地球温暖化対策実
行計画策定への補助

市町村・民間団体等が環境の保全と創造
に資するため実施する、ごみ減量化・リ
サイクル推進や地球温暖化対策、環境教
育推進のための研修会、観察会等を支
援します。

10,000 環境創造課

3 温室効果ガス排出抑制
計画制度の実施（再掲）

事業者の自主的な地球温暖化対策の取
り組みを促すため、事業者に温室効果ガ
ス排出抑制計画の作成・提出を求め、県
が抑制計画の目標や取組状況の報告を
広く県民に公表します。

- 環境創造課

京都議定書の発効を踏まえ、国際社会の一員として地球温暖化を防止するため、日常生活などから発生する

環境への負荷の低減を図る取り組みを推進する必要があります。

「地球温暖化対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は、次のとおりです。

広く県民に公表します。

4 自動車環境計画の実施
（再掲）

自動車を使用して旅客や貨物の輸送を
行う事業者に対し、任意で自動車環境計
画の作成・提出及び実施状況の報告を
求め、その概要を公表することにより、事
業者の自主的な取り組みを促進します。

- 環境創造課

5 住宅用太陽光発電設備
設置費補助金（再掲）

再生可能エネルギーの活用を推進する
ため、日照時間の長い本県の特性を活
かし「住宅用太陽光発電設備」の導入促
進を図ることとしています。県内にお住ま
いの個人の方で、既築の住宅に金融機
関等からの融資を受けて設備を設置され
た場合に、年利１％として融資を受けたと
した場合の元利均等返済による償還期
間中の利子相当額（１０万円を限度）を補
助します。

50,000 環境創造課

6 住宅用太陽光発電安
全・安心普及促進事業
（再掲）

県民が安全・安心に太陽光発電設備の
導入を進められるよう、事業者の技術力
向上等を目的としたセミナーの開催や、
県民向けの各種補助制度等の情報提供
を行います。

1,500 環境創造課

7 住宅用太陽光発電設備
設置者フォローアップ事
業（再掲）

県の補助金を利用して太陽光発電設備
を設置した方に対して、発電量の調査や
省エネ意識についてのアンケートを実施
します。

2,437 環境創造課

京都議定書の発効を踏まえ、国際社会の一員として地球温暖化を防止するため、日常生活などから発生する

環境への負荷の低減を図る取り組みを推進する必要があります。

「地球温暖化対策の推進」のため、平成２３年度において県が実施する事業は、次のとおりです。
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NO. 事業名 事業の概要
新
規

予算額
（千円）

担当課室（部）

8 太陽光発電設備率先導
入事業（再掲）

県の施設に太陽光発電設備と省エネ設
備を併せて設置します。

32,102 環境創造課

9 民間施設省エネ・グリー
ン化推進事業（再掲）

民間事業者が事業所等に太陽光発電設
備と省エネ設備を複合的に導入する場合
に補助を行い、クリーンエネルギーの普
及を促進します。

81,400 環境創造課

10 地域クリーンエネルギー
導入促進事業（再掲）

市町村が庁舎等に小水力発電設備と省
エネ設備を複合的に導入する場合に補
助を行い、クリーンエネルギーの普及を
促進します。

33,300 環境創造課

11 エコライフ県民運動推進
事業（再掲）

環境にやさしい社会「ＣＯ２ゼロやまなし」
を実現するため、県民が実践しやすいエ
コ活動として、マイバッグ運動、マイはし
運動、マイボトル運動、リユースびん運
動、エコドライブ運動、緑のカーテン運
動、環境家計簿運動を推進するとともに、
運動の参加団体や運動を支援する推進
店を募集し、ホームページで公表します。

1,500 環境創造課

12 森林吸収源対策の推進
（森林の整備）（再掲）

森林吸収源対策の推進に貢献するた
め、間伐等の森林整備を実施します。

- 森林整備課

13 森林整備加速化・林業
再生事業(再掲）

地球温暖化防止に向けた森林吸収目標
の達成に向け、基金を活用し、間伐等の
森林整備の加速化を図ります。

676,412 森林整備課

14 森林吸収源対策間伐推
進事業(再掲）

森林の持つ多面的機能を高めるととも
に、地球温暖化防止に向けて森林吸収

13,050 森林整備課

間伐など複数の森林整備に関す

る事業として実施するため「－」と

しています。

進事業(再掲） に、地球温暖化防止に向けて森林吸収
源対策の一層の推進を図るため、間伐等
の森林整備を実施します。

15 県産材利用促進事業
（再掲）

消費者ニーズに対応した安全・安心に使
用できる県産材をアピールするため、住
宅やオフィスへの県産ラベリング材の利
用を促進するとともに、県産材を活用した
自主的な活動に対して助成します。

13,620 林業振興課

16 保安林の整備（再掲） 水源のかん養や災害の防備等森林の公
益的機能の高度な発揮を目的として指定
された保安林の整備を進めます。

443,115 治山林道課

17 パークアンドライドの推
進普及啓発（再掲）

公共交通の利用促進や交通渋滞の緩
和、大気汚染の改善を目的とし、自家用
車と鉄道・バスを組み合わせたパークア
ンドライドの推進方策の検討や、自家用
車から公共交通等への交通手段の転換
を促すモビリティーマネジメント研修会を
実施します。

155 交通政策課

18 ノーマイカーデーの普及
啓発（再掲）

公共交通機関の維持・確保、また交通渋
滞の緩和のため、毎月１日・１５日のノー
マイカーデーへの参加を呼びかけます。

- 交通政策課

間伐など複数の森林整備に関す

る事業として実施するため「－」と

しています。
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